



ロ ン ドン旅 客 運輸 公社(LPTB)か ら
ロ ン ドン運輸 公社(LTB)ま で 一
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中 村 実 男
MitsuoNakamura
は じ め に
ロ ン ドン地下鉄(LondonUnderground)は1863年に開業 した世 界最 初の地下 鉄 であ り,
2006年2月 現 在の路線 数 は12,総 営業 キ ロは408kmで,ニ ュー ヨー ク地下鉄 と並 ぶ世界最大
のネ ッ トワー クを形成 してい る(表1参 照)。 当初 は民営 であ ったが,1933年,地 下鉄 を含 むロ
ン ドンの交通事業が一元化 され,ロ ン ドン旅客運輸 公社(LPTB)が 発足 して以来,一 貫 して公
共部 門に属 し,近 年で はロン ドン ・バス と共 に,「 交通産業 における公共部 門の最後の フロンテ ィ
ア」ω と見 なされ てきた。
ロン ドン地 下鉄 はかつて,経 営の効率性 とサー ビスの質 の高 さで,世 界 中の都市交通 の模 範と
され,「 チ ュー ブ」(Tube)の 愛称の下,ロ ン ドン市民 の誇 りとな って きた。 とこ ろが,第 二次
大戦 後,長 年 にわ た って イ ンフ ラお よび車 両の保守 ・取替(maintenanceandreplacement)
がなおざ りにされた結果,現 在で は,施 設 ・設備 の劣化 によ る故 障の頻発 によ って列車 の運休や
遅延 が 日常化 し,市 民生活 と経済活動 に多大 な影響 を与 えてい る。
一方,輸 送 量は1980年 代 に入 って増勢 に転 じ,コ ス ト削減 と相 まって,1990年 以降,収 支が
改善 し,着 実 に営業利益 が増大 してい る。 しか しそれは,耐 用年数 に達 した設備の取替,す なわ
ち既存 ネ ッ トワー クの現状維持 に必要 な投資(年 間3億5,000万fン ド)を まかな うにも足 りず,
ま してや,長 年 の投資不 足 によ る推 定12億 ポ ン ドの保守 ・取替 の積 み残 し分(backlog)を 解
消 して,ネ ッ トワー クを 「信頼 で きる良 好 な水 準」(areliable,workingstandard)に引 き上
(1)Glaisteretal.(1998),p.44.なお,ロ ンドンの交通経営組織の正式名称は,1933年 以来たびたび変
更されてきたが,通 称 としては,一 時期を除いて,「 ロン ドン・トランスポー ト」が使われてきた。
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表1ロ ンドン地下鉄の概要
路線名(開 業順) 区 間 営業キロ 駅数 開業年 備 考
オ ー ル ドゲ ー ト～ ア マー シ ャム
① メ トロ ポ リタ ン線
(チ ェ シ ャ ム,ワ トフ ォ ー ドお




② ハ マ ー ス ミス ・ア
ン ド ・シ テ ィ線
ハ マ ー ス ミス ～ パ ー キ ン グ 26.5 28 1864
一部 。 ホ ワイ トチ ャペ ル
～ パ ー キ ン グは 早 朝 ,深
夜,日 曜は運休
ア ップ ミンスター ～ イー リング 。
ブ ロー ドウ ェイ,リ ッチ モ ン ド
③ デ ィス ト リク ト線 ま た は ウ ィ ン ブル ドン(エ ッジ 64 60 1868
ウ ェア ・ロー ドお よ びオ リ ンピ
アへの支線あり)
ショァディッチ発着は月
④ イ ー ス ト ・ロ ン ド
ン線
ホ ワイ トチ ャペル(シ ョァ デ ィッ
チ)～ ニ ュー ・ク ロ ス(ま たは







⑤サークル線 22.5 27 1884
ポ リ タ ン 線,ハ マ ー ス ミ
ス ・ア ン ド ・ シ テ ィ 線,.
ディス トリクト線と共用
モ ー デ ン ～ エ ッ ジ ウ ェ ア,ミ ル ・ バ ンク経 由とチ ャ リング ・
⑥ ノーザン線 ヒル ・イ ー ス トまた はハ イ ・バー 58 51 1890 クロス経由がある。後者
ネ ッ ト は1907年 に 開 業
⑦ ウ ォー タ ール ー ・
ア ン ド ・シ テ ィ線
ウ ォー タ ー ル ー ～ バ ンク 2.37 2 1898
1994年 にイギ リス国鉄か
ら移管。日曜は運休
イ ー リ ン グ ・ブ ロ ー ドウ ェイ
⑧セン トラル線
(ま た は ウ ェ ス ト ・ラ イ ス リッ
プ)～ ハ イ ノー ト(ま た は エ ッ
74 51 1900
ビ ン グ)
エ レ フ ァ ン ト ・ ア ン ド ・カ ー ス 1979年 に支線(ベ ーカ ー ・
⑨ ベ ー カ ー ル ー 線 ル ～ ハ ロ ウ 。 ア ン ド 。ウ イ ー ル 23.2 25 1906ス トリー ト～ スタ ンモ ア)
ドス トー ン を ジ ュ ビ リー 線 に移 管
⑩ ピカデイリー線
コックフ ォスターズ～ ヒース ロー ・
タ ー ミナ ル1.2,3(ま た は ア
クス ブ リッ ジ)
71 52 1906
1977年 に ヒ ー ス ロ ー 空
港 まで の 延 長 線 開 業 ・
⑪ ヴィク トリア線
ウ ォル サ ム ス トウ ・セ ン トラル




⑫ ジ ュ ビ リ一線
ス タ ン モ ア～ ス トラ ッ トフ ォー
ド
36.2 27 1979
1999年 に 延 長 線 開 業
(グ リー ン ・パ ー ク～ ス
トラ ッ トフ ォー ド)
出 典:Baymanお よ びTransportforLondon(TfL)のホ ー ム ペ ー ジを 基 に筆 者 作 成 。
注)路 線 の重 複 が あ るた め,合 計 は408km・ に な ら な い。
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げ るの に必要 な投資 をまかな うには程遠 い現状 であ る②。 必要 な投資額 が最 も大 きいの は車両で
あ り,次 いで駅,信 号施設,土 木構造物(ト ンネルや橋梁),軌 道 の順で ある。 また,特 に多額
の投資が必要 な路線 は,メ トロポ リタ ン線,デ ィス トリク ト線 サークル線,ノ ーザ ン線,ピ カ
デ イ リー線,ヴ ィク トリア線 の6路 線 であ る(3)。
1997年,18年 ぶ りに政権 に復帰 した労働党政府 は,公 共 プ ロジェク トの事 業手 法 と して,保
守 党政 権 時代 のPFI(PrivateFinanceInitiative)に代 わ り,新 た にPPP(PublicPrivate
Partnership)を 導入 したが,地 下鉄 ネ ッ トワー クの保守 ・取替の積 み残 し分の解消 な らびに改
良(upgrade)を 行 うた めの財源確 保 を 目指 し,ロ ン ドン地下 鉄 へのPPP導 入 を決定 した。
1998年 には,PPPの 組織構造(PPPStructure)に 関する4つ の案 の中か ら,「 運行 は公共部門,
イ ンフラ管理 は民間部門」 とい う上下分離方式 が採用 され,競 争入札 を経 て,2002年 か ら2003
年 にか けて,2つ の イ ンフラ管理会社(InfrastructureCompany;Infraco)との間 で契 約調印
に至 ってい るω。
本研究は第二次大戦後 を中心 に,白 ン ドン地下鉄 の経 営組織の変遷 をたど りなが ら,投 資問題
の展 開過程 を分析 し,PPP導 入 の諸 要因 を明 らか にす るもの であ る。 取 り上 げる ト、ピ ックは,
①経営 組織 ②経 営概況,③ 投 資の概要,特 徴 および問題点 であ る。 なお本論文 では,1969年
の ロ ン ドン運輸 公社(LondonTransportBoard;LTB)の終焉 までの期 間を取 り上 げる ことに
す る。 ロン ドン地下鉄 のPPPは,PPPプ ロジ ェク ト中最大 の事例(5)と して各方面 か ら注 目を集
あてお り,そ の意味 で本研 究 は;ロ ン ドンの交通問題 の研究 としてだ けではな く,PPP研 究 と
い う側面 か らも一定 の意 義を有す る ものと考え られ る。
1ロ ン ドン地下鉄の発達 とロン ドン旅客運輸公社(L、PTB)の 成立
1.地 下鉄 ネ ッ トワークの発達
1933年 のロ ン ドン旅客運輸公社(LondonPassengerTransportBoard;LPTB)の発足以来,
ロン ドンの地下鉄 はバス と共 に,公 的機 関によ って一元的 に運営 されて きたが,元 々は個 別の民
間 企 業 と して発 足 して い る。LPTB創 設 の主 導 者 で あ るハ ー バ ー ト ・モ リソ ン(Herbert
Morrison)の 言葉 を借 りれば,「 地表鉄道 の場合 と同様,地 下鉄の歴史 もまた小規模 な独 立 した
企業 として始 ま り,つ いには統一 と統合へ と進 んでい った歴史 であ る」⑥。
19世 紀半 ばのロ ン ドン都心部(セ ン トラル ・ロン ドン)の 道路 は,激 増 す る乗合馬車 に加 え,
周縁部 の貨物操:車場 か ら都心の市場や倉庫 に貨物 を運ぶ荷馬車 で溢 れ,激 しい混雑状態を呈 して
いた。特 に混雑 が激 しか ったの は,最 重要の ター ミナルであ るロン ドン ・ブ リッジ駅(テ ムズ南
(2)Glaisteretal.(1997),p.5.
(3)HouseofCommons,Environment,TransportandRegionalAffairsCommittee,paras7-9.




岸)か ら都心 のチ ャリング ・クロスへ向か うルー トであ り,馬 車 よりも徒歩の方 が早 いほどであ っ
た(7)。混雑 問題 を解決す るため,道 路の建設 と拡 幅が進 め られ たが,よ り効 果的な手段 として,
都 心 に近 接 した地 区への鉄道 の乗入 れが促進 され,1860年 代以降,ヴ ィク トリア駅,チ ャリン
グ ・クロス駅,リ ヴァプール ・ス トリー ト駅 などが建設 された。 その一方,根 本的 な解決策 と し
て,地 上 の道路混雑 に影響 され ることな く,都 ら・に直接乗 り入 れ られ る地下 鉄の建設が計画 され
た。
1863年,世 界最初 の地 下鉄 と して,蒸 気機 関を動力 とする メ トロポ リタ ン鉄道(現 在 の メ ト
ロポ リタ ン線)が 開業 し,1868年 には2番 目の地 下鉄 と して メ トロポ リタ ン ・デ ィス トリク ト
鉄道(現 在の デ ィス トリク ト線)が 開業 した。両鉄道 の路線 は徐 々に伸 び,紆 余 曲折 を経 て1884
年,つ い に環状 線(現 在のサ ー クル線)を 形成す るに至 る。1890年 には,チ ューブ方式(地 下
深 く トンネルを掘 る方式)で かつ電気動力 の シティ ・ア ン ド・サ ウス ・ロン ドン鉄道(現 在の ノー
ザ ン線 の一部)が テムズ川 の南北をつ ないで開業 し,以 後,新 設 の地 下鉄 は全て チューブ方式 と
電気 動力 を採用 す ることにな る。1900年 には,オ ックス フォー ド通 りの地下 を通 って,繁 華街
のウ エス トエ ン ドとビジネス街 のシテ ィを結ぶ セン トラル ・ロン ドン鉄道(現 在のセ ン トラル線)
が 開業 し,経 営的 に大成功 を収 めた(%
1901年,ア メ リカ人 の金融業者 ヤー クス(CharlesTysonYerkes)がイギ リスに現 れ,同 年,
経営難 のメ トロポ リタ ン ・デ ィス トリク ト鉄道を買 収す ると共 に,資 金難 か ら建設 が遅れていた
計画路線,チ ャ リング ・クロス ・ユース トン ・ア ン ド・ハ ムス テ ッ ド鉄道(現 在 のノーザ ン線 の
一 部)と グ レー ト・ノーザ ン ・ピカデ イ リー ・ア ン ド・ブロンプ トン鉄道(現 在 の ピカデ イ リー
線)を 買収 した。翌1902年 には,同 じく計画路線 のベーカー ・ス トリー ト・アン ド・ウォーター
ルー鉄 道(現 在 のベーカールー線)を 買収 し,前 年買収 した3社 と併せて,新 設 の持株会社 であ
る ロン ドン地下 電気鉄道会社(UndergroundElectricRailwaysofLondon;UERL)の傘下 に
置 いた。 ヤー クス は1905年 に死去す るが,3つ の地 下鉄新線 は1906年 か ら7年 にか けて開業 に
こぎ着 ける(9)。従来 の地下 鉄が都心部 また は都心周縁部 に設 け られたの に対 し,こ の3路 線 は郊
外 に伸 び る路線 と して,ロ ン ドンの郊外化を促進す ることにな った(地 下鉄 ネ ッ トワー クの形成
過程 については表2を 参照)。
このよ うに地 下鉄ネ ッ トワークの拡 大が進む一方,経 営の効率化 を 目指 して,経 営統合 の動 き
が進 んで いた。 その中心 とな ったのが,ヤ ークスの後継者,ア ルバ ー ト・ス タ ンレー(Albert
Stanley)率 いる 「地下鉄 グルー プ」(UndergroundGroup)であ る。1910年 には,グ ル ー プ
の 中核会 社UERL傘 下 の地下鉄会 社の うち,メ トロポ リタ ン ・デ ィス トリク ト鉄 道を除 く3社
を合併 して ロン ドン電気鉄道 会社(LondonElectricRailways;LER)を設立 し,1913年 には,





タ ン鉄道 を除 く全て の地下 鉄を統合 す ることにな る('o)。これ よ り先,1912年 には,前 年,ロ ン
ドンの主 要 バ ス会社 の ほ とん どを統 合 したば か りの ロ ン ドン ・ジェネ ラル ・オ ムニバ ス会社
(LondonGeneralOmnibusCompany;LGOC)を傘下 に入 れてい る。
ところで,巨 額 の初 期投 資を要す る地 下鉄経営 は,単 独 の事 業 と して収益性 を確保す るのが困
難で あ り,地 下鉄 グル ープは議会 に働 きかけ,第 一次大戦 中の191年 に 「共 同基金」(Common
Fund),す な わち グルー プ内での 「収入 プール制」(revenuepoolingagreement)を実 現 させ
た(h)。 この結 果,収 益 性の高 いバ ス部 門(LGOC)か らの 内部補助 が可能 とな り,建 設資金の 自
己調達 に資す る と共 に,財 務 の改善 によ る安 定配 当の維持 によ って資金 の外部調達が容易 にな っ
た。 しか し大戦 後,500に 上 る 「独立 バ ス事業者 」(independentbusoperator)(12)が登場 し,
LGOCと の間で 「浪費的競争」を展開するよ うにな ると,こ のメカニ ズムの維持は困難 とな った。
そのため,地 下鉄 グループの総帥であ るア シュフィ」ル ド卿(か つ てのアルバー ト・スタ ン レー)
とその片腕 フランク ・ピック(FrankPick)は,独立バ ス事業者 を規制す るための 「1924年 ロ
ン ドン交通法」(LondonTrafficActof1924)の制定 に動 き,こ れに成功す ると,さ らにグルー
プの枠 を越 え た 「共 同管理機構 」(CommonManagement)と「共 同基 金」 の立法 化 に向けて
歩 を進 めた。一方,ロ ン ドン労働党 の指導者 で,私 的独 占に道 を開 くと して この提案 に反 対 して
いたハ ーバ ー ト ・モ リソンは,1929年,第 二次労働党 内閣(マ ク ドナル ド首相)の 運輸大 臣に
就任 する と,こ の法案を否決 に追 い込ん だ㈹。
2.ロ ン ドン旅客運輸公社の成立
運輸大 臣 と して 「代案 を作成 す る責任」(14)を負 ったモ リソンは,適 切 な交通 サー ビスの供給 と
道路混雑 の解 消 とい う2つ の課題に対す る永続的 な解決策 は,不 経済で不必要 な競争 を除去す る
以外 にな いとい う基本認識 に立 って,ロ ン ドンの交通事 業の一元化を進めた。経営形態 と して.は,
公共性 と企業 的経営 の両立を 目的 と したパ ブ リック ・コーポ レー シ ョン形態 による公有化 が採用
され た(15>。1931年3月 には 「ロ ン ドン旅客運輸 法案」 が発 表 されたが,そ の骨子 は,① ロン ド
(lo)Ibid.,pp.142-154,164-191.「地 下 鉄 グル ー プ 」 の こ う した合 併 政 策 に つ い て,ハ ー バ ー ト 。モ リ ソ
ン は 自伝 の 中 で次 の よ うに 書 い て い る。 「ア シ ュ フ ィ ー ル ドは,ラ イ バ ル 企 業 同 士 の 過 当 競 争(cut-
throatcompetition)は,一般 旅 客 と交 通 企 業 の 双 方 一 そ して 労 働 者 に と って 有害 で あ る と考 え て い
た 。 そ の よ う な競 争 に よ って企 業 の 財務 成 績 は 不 十 分 な も の と な り,事 業 を改 善 す るた め の 資 本 を企 業
が 調 達 す るの が 困 難 に な る とい うの で あ る」(Morrison(1960),p.138)。
(ll)Ibid.,pp.210-211;Barker,p.78.基金 の分 配 比 率 は 地 下 鉄4社 が68%,LGOCが32%。
(12)第 一 次 大戦 後,独 立 事 業 者 が初 め て 登 場 した の は1922年8月(パ ー ト リッ ジ経 営 の 「チ ョコ レー ト ・
エ ク ス プ レス」)だ が1そ の17ヵ 月 後 に は,独 立 事 業 者 の バ ス 総 数 は500台 に達 した(Hibbs,p.88)。
(13)BarkerandRobbins(1974),pp.211-214;Barker,p.80.
(14)Morrison(1933),p.53.
(15)Ibid.,pp.108-110;Barker,pp.80-81.なお,パ ブ リ ッ ク ・コー ポ レー シ ョ ンは,従 来 の官 庁 企 業 と市
営 企業 に代 わ る新 しい 公企 業 形 態 と して1910年 前 後 か ら登 場 して き た もの で,1926年 に は保 守 党政 権
に よ って,英 国 放 送 協 会(BritishBroadcastingCorporation;BBC)と中央 電 力 公 社(CentralElec
tricityBoard;CEB)が 設 立 され て い る。 しか し,モ リソ ンが 提 唱 した の は,こ れ ら と異 な り,ま た戦
後 の 国 有 企 業 と も異 な り,最 大 の 目標 を 企 業 的 経 営(businessmanagement)によ る効 率 性 の実 現 に
置 き,経 営 の 自主 性 を き わ め て 重 視 す る 経 営 形 態 で あ った 。 そ こで は,公 共 的 責 任(publicaccount-




年 地下鉄 ・幹線鉄道等 交通政策 ・都市政策等
1829 最初の乗合馬車開業
1836 ロ ン ドン ・ア ン ド ・グ リニ ッジ鉄 道,ロ ン ドンに乗 り入 れ(ロ ン ドン最 初 の 鉄 道)
1846 首都のター ミナルに関する王立委員会報告





1863 世 界 最 初 の地 下 鉄,メ トロ ポ リタ ン鉄 道 開 業
(パ デ ィ ン トン～ フ ァ リ ン ドン ・ス トリー ト) 首都の鉄道輸送に関する上院特別委員会報告
1864 メ トロポ リタ ン鉄 道,「 労 働 者 運 賃 」を導 入/ハマ ー ス ミス ・ア ン ド ・シ テ ィ鉄 道 開業
1868 メ トロポ リタ ン ・デ ィ ス トリク ト鉄 道 開 業(サウ ス ・ケ ン ジ ン トン～ ウ ェ ス ト ミンス タ ー)
1870 鉄道馬車復活 路面鉄道法
1871 メ トロポ リタ ン ・デ ィス トリク ト鉄 道,マ ンシ ョン ・ハ ウ ス まで 延 長
1876 メ トロ ポ リタ ン鉄 道,オ ー ル ドゲ イ トま で 延長
1877 メ トロ ポ リタ ン ・デ ィ ス トリク ト鉄道,リ ッチモ ン ドまで 延 長
1884 内側環状線(イ ンナー ・サークル線)完 成
1889
ロン ドン県議会(LCC)設 置/LCC選 挙で進
歩党が多数党に
1890
最 初 の チ ュー ブ式 地 下 鉄,シ テ ィ ・ア ン ド ・サ
ウス ・ロ ン ドン鉄 道 開 業(キ ング ・ウ ィ リア ム ・
ス ト リー ト～ ス トック ウ ェル)
1898
ウォータールー ・アン ド。シティ鉄道(幹 線鉄
道によるチューブ方式のシテ ィ乗入れ線),電
車方式で開業




セ ン トラル ・ロ ン ド ン鉄 道 開 業(シ ェパ ー ズ ・
ブ ッ シ ュ ～ バ ン ク),2ペ ン スの 均 一 運 賃 を 採
用(2ペ ニ ー 。チ ュ ー ブ)
首都区(28区)設 置
1901
ロ ン ドン ・ユナ イテ ィ ッ ド路面 鉄道 会社
.(LUT),最 初の路面電車を開業
1902







1904 グ レー ト 。ノー ザ ン ・ア ン ド ・シテ ィ鉄 道 開業
1905
メ トロポ リタ ン鉄 道 お よ びメ トロポ リタ ン ・デ ィ
ス トリ ク ト鉄 道 の 電 化 ロンドンの交通に関する王立委員会報告
1906
ベー カー ・ス トリー ト ・ア ン ド 。ウ ォー タール ー
鉄 道(現 ベ ー カ ール ー線)開 業/グ レー ト ・ノー
ザ ン ・ピ カデ イ リー ・ア ン ド ・プ ロ ン プ トン鉄
道(現 ピ カデ イ リー線)開 業
1907
チ ャ リ ン グ ・ク ロ ス ・ユ ー ス トン ・ア ン ド ・ハ
ム ス テ ッ ド鉄 道(チ ャ リ ング ・ク ロス ～ ゴー ル
ダ ー ズ ・グ リー ン。 現 ノ ー ザ ン線)開 業
LCC選 挙で穏健党(市 政改革党)が 多数党に
1908 商務省にロンドン交通局設置
1910ロンドン電気鉄道会社成立(UREL傘 下の3地下鉄が合同)
出典:BarkerandRobbins(1963)およ び(1974);WeinrebandHibbert:Inwoodほか を 基 に 筆 者 作 成 。
注1)鉄 道 名 お よ び路 線 名 は,特 に断 りの な い 限 り,地 下 鉄 を指 す 。
2)同 一 年 の事 項 は 順不 同 。
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年 地下鉄 ・幹線鉄道等 交通政策 ・都市政策等
1911 LGOC,ロ ンドンのバス会社の大半を支配下 に国勢調査でLCC管 轄地域の人 口が初めて減少を記録
1912 地下鉄グループ,LGOCを 傘下に
1913
地 下 鉄 グル ー プ,セ ン トラル ・ロ ン ドン鉄道 と
シ テ ィ ・ア ン ド ・サ ウ ス ・ロ ン ドン鉄 道 を 傘 下
に/メ トロポ リタ ン鉄 道,グ レー ト ・ノ ーザ ン ・
ア ン ド ・シ テ ィ鉄 道 を合 併
1915 鉄道馬車廃止/地 下鉄グループ,共 同基金を設立
1919 運輸省設置/首 都地域の交通に関する下院特別委員会(ケ ネディ・ジョーンズ委員会)報 告
1921 鉄道法(4大 鉄道への再編成)










1926 ノ ー ザ ン線,モ ー デ ンま で 延長
1927
ロ ン ドン交通地 域 におけ る旅 客輸送 サ ー ビスの調整
の ためのLHCTACに よる計 画(ブ ル ー ・リポー ト)
1929
共同管理機構と共同基金の設置に関する2法 案,
議会に提出/ハ ーバー ト・モ リソン,運 輸大臣
に就任(上 記法案,廃 案に)
1931 サザン鉄道の郊外路線の電化完成 ロンドン旅客運輸法案,議 会に提出




ベ ー カ ー ・ス トリー ト～ フ ィ ン チ リー ・ロ ー ド
の線 増 工 事 完 成
郊 外 地 域(ア ウ タ ー ・ロ ン ドン)の 人 口,LCC
を上 回 る
1941 ノーザン線延長工事完了/フ ランク ・ピック(初代LPTB副 総裁)死 去
1944 グ レー ダ ー ・ロ ン ドン計 画
1946 セントラル線の延長工事再開/イ ングリス委員会,ヴ ィクトリア線建設を提案
1947 運輸法(交 通部門国有化)/都 市 ・農村計画法
1948
LPTBに 代 わり,ロ ン ドン運輸経営委員会
(LTE)をBTC内 に設置/ア シュフィール ド





1955 議会,ヴ ィクトリア線建設を認可 チェンバース委員会報告
1960 白書 「国有交通企業の再編成」
1962 ヴ ィ ク トリア線 へ の投 資認 可/ト ロ リーバ ス廃 止 運輸法
1963 LTEに 代わり,ロ ンドン運輸公社(LTB)設立
ロンドン自治法/イ ギ リス鉄道公社(イ ギ リス
国鉄;BR)発 足
1965 グ レー ダー ・ロ ン ドン議 会(GLC)発 足
1967 白書 「公共輸送と交通」/労 働党,GLC選 挙で保守党に敗北(1931年 以来)
1968 ヴ ィ ク トリア 線 開 業(ウ ォル サ ム ス トウ ・セ ントラ ル ～ ハ イ ペ リー ・ア ン ド ・イ ズ リ ン トン) 白書 「ロンドンの交通」/運 輸法
1969 ヴ ィ ク ト リア 線,ヴ ィ ク ト リア まで 延 長 運輸(ロ ンドン)法
1970 LTB,GLC所 管 の ロ ン ドン運 輸 公社(LTE)とな る 運輸省,環 境省に統合
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ンにお ける全 ての旅 客運輸 事業(幹 線鉄道 とタク シーを除 く)を 国有化す る,② ロ ン ドン旅客運
輸 公社(LPTB)を 設 置す る,③LPTBに 対 して,ロ ン ドンにお ける旅客輸送 サー ビスの独 占的
供 給権 を与 え る,④LPTBの 理 事会 は運 輸大 臣が 「能力 と経験」(abilityandexperience)を
基準 と して直接任命 する5人 の理 事 によ って構成 される,と い うものであ る。 これ に対 して,法
案成 立の キー ・パー ソンで あったア シュフィール ド卿 は,「 公共 的精神」(publicspirit)を 発揮
して統 合 に積極 的に賛成 し,モ リソ ンと協力 して法案成立 に尽力 した㈹。
法案 成立の見通 しが立 った8月,第 二次労働党内閣 は失業手 当の削減をめ ぐる閣内分裂 によ っ
て崩壊 した。直後 に成立 した 「挙 国一 致政府」 には多数派 の保守党 に担がれたマ ク ドナル ド(首
相)な ど労働党議員3名 が入 閣 したが,モ リソンを は じめ,他 の労働 党議員 は野党に回 った。事
実上 の保守 ・自由連立政権 の下 で法案 の命運 は尽 きた ものと見 られたが,新 内閣は,修 正 した上
で法案 を成立 させ る意向 を表 明 した(17)。原案 の基本 的内容 はほぼ維 持 され,法 案 は1933年4月
に成立 した。 最 も大 きな修 正点 は,理 事(当 初案 の5名 か ら7名 に増員)の 任命 権が大 臣で は
な く,5人 の メ ンバーか ら成 る 「任命委員 会」(AppointingTrustees)に与え られた こ とであ
る('8)。モ リソンは,こ れ では 「大 臣は責 任を負わず,議 会 での質問 は無駄 」 にな り,「 公共 的責
任 は全 て破壊 され ることになる」 として強 く批判 した(19)。
LPTBに 統 合 され たのは,5つ の地下鉄会社(地 下鉄 グル ープ傘下 の4社 お よびメ トロポ リタ
ン鉄道。 総営業 マイルは174マ イル,す なわ ち約280km),自 治体所有 の14の 路 面電車事業,
私有 の3つ の路面電車事 業,61の バ ス会社(大 半 は小規模 な独立事業者),4つ の コー チ(長 距
離バ ス)会 社 な どであ る(20)。幹線 鉄道 につ いては,LPTBと 幹線鉄 道の代表者 か ら成 る常設共
同委員会(StandingJointCommittee)が設 けられ,サ ー ビスの調 整 と収入 プール制の実施 に
当た るこ とにな った(21)。LPTBの 任務 は,「 ロ ン ドン旅客運輸地 域」(22)に対 して,「 十分 でかつ適
切 に調整 された旅客輸送 システ ム」(anadequateandproperlyco-ordinatedsystemofpas-
sengertransport)を 提供 す る ことと,「 不必要 かつ浪費 的な競 合的 サー ビスの提供 を避 けなが
ら」,「最 も効 率 的かつ便宜性 の高 い」 方法 で 「旅客輸送 施設 の拡張 と改善」 を行 うこ とだ った
(「ロ.ン ドン旅 客運輸法」 第3条 第1項)。 言 い換えれ ば,各 種交通 サー ビスの調整 によ って,①
サー ビスの質的改善 を実現 す るとともに,② 地下鉄等へ の投資財 源を生み出す ような効率的経営
(16)BarkerandRobbins(1974),pp.273-27E.モリソンは,ア シュフィール ド卿の公共的精神と経営
能力をきわめて高 く評価 している。例えば,Morrison(1933),pp.150-152;Morrison(1935),p.132;





(21)収 入プール制は,ロ ンドン旅客運輸地域内(注22参 照)に おいて出発または到着する旅客からの全
ての運輸収入(鉄 道以外の運輸収入 も含む)を プールする制度で,収 入の 「標準分配比率」はLPTB
が62%,幹 線鉄道が38%と 定められた(BarkerandRobbins(1974),p.284)。
(22)都 心のチャリング ・クロスからほぼ半径25マ イル(約40km)の 範囲であり,ロ ン ドン県(LCC)
の約17倍,国 勢調査においてグレーダー ・ロンドンの定義 とされていた首都警察管区(Metropolitan
PoliceDistrict)の3倍 弱に相当し,人 口は940万 人余りだった。
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を実現するという責任である。 さらに,財 務上の義務として,「収入でまかなう義務のある全て
の費用をまかなうのに十分な収入を確保できるようにすること」(同 第3条 第4項)と い う,独
立採算制の義務が課せられた。
こうして,LPTBの 経営陣は,旧 株主に対す る過度の補償㈱ という制約を負いながら,独 立
採算制の下でサー ビスと施設を改善す るという困難な課題 に取 り組む ことにな った㈱。総裁
(chairman)に はアシュフィール ド卿,副 総裁にはフランク ・ピックが選ばれたが,「経験に富
み,長 期的な視野を持 ち,政 治的に鋭敏で,目 的達成のためには進んで妥協 も図る」総裁と,
「頭脳明晰で,容 易に妥協 しない気質を持った」副総裁のコンビは1「柔軟な手法と厳格な経営方
式とのバランス」 をもたらし,そ の結果,初 期のLPTBは 人々の 「賞賛の的」 となる成果を上
げることができたといわれる(25)。LPTBの 成果のうち地下鉄に関係するのは,① 地下鉄の延長
と駅の改築,② 車両の標準化,③ 新製車両の投入,④ 車庫 と設備の改良,⑤ 運賃制度の統一,⑥
サー ビスの質の向上である。 こうした実績に照 らして,同 時代 および後世の研究者は概ね,
LPTBに よる統合を 「成功」と評価 している(26)。
3.ロ ンドン旅客運輸公社の地下鉄投資
LPTBの 成立 と収入 プール制 の導 入 によ って,従 来困難 であ った大規模 な地下鉄 投資 が,こ
こに初 め て実現 に向か うことにな った。BarkerandRobbins(1974)の言葉 を借 りれば,「 こ
れ までに も,ロ ン ドンの交通 に関す る大 規模 な計画が立て られ たこ とはあ るが,こ れ ほど広範囲
な計画 が,真 に実現 の希望 を持 って開始 された ことはかってなか った」(27)。地下鉄投資 のかな り
の部 分 は,LPTBと 幹 線鉄 道2社,す な わ ち ロ ン ドン ・ア ン ド ・ノー ス ・イ ー スタ ン鉄 道
(LNE)お よびグ レー ト・ウ ェスタ ン鉄 道(GW)と の大 規模 な共 同計画 であ る 「1935-40年 新
規工事計画」(NewWorksProgrammel935-40)の一環 として行 われ た。 この計画 には,① 旧
メ トロポ リタ ン鉄道最大 のボ トルネ ックであ ったベー カー ・ス トリー ト～ フィンチ リー ・ロー ド
間の線増工事,② 大幅 な人 口増加 に もかかわ らず交通施設 の改善が見 られなか った ロン ドン北部
および東部 の郊外地域 にお ける鉄道整備(幹 線鉄道 の電 化お よび地下 鉄セ ン トラル線の延長),
それ に,③ 地下鉄 ノーザ ン線 の延長計画が含まれていた。① は当該区間 に地下の別線を建設 して,




(24)1938年 の年次報告書は,財 務上の安定性を維持する義務と,施 設の改良 ・発展を実現する義務の両
方を果たさなければならないという 「義務の相克」(conflictofduty)に ついて記 している(London
PassengerTransportBoard(1938),p.9;BarkerandRobbins(1974),pp.303-304)。
(25)BarkerandRobbins(1974),p.285.なお,Morrison(1960)に よれば,ア シュフィール ド卿 は 「細
部の奴隷ではな く,壮 大なヴィジョンの持主」であり,一 方,卿 の 「友人で有能な同僚」であったフラ





ベ ー カールー線 の各駅停車 の列車 を走 らせ(ス タ ンモア まで直通),従 来 か らの メ トロポ リタ ン
線 に は快 速列車 を走 らせ る とい う計画 で,1939年 に完成 してい る。 また,③ について は,ア ー
チウ ェイ以北 の区間(ア ーチ ウェイ～ハ イ ・バーネ ッ トおよびフィ ンチ リー ・セ ン トラル～ ミル ・
ヒル ・イース ト)が1941年 まで に完成 している。 ノー ザ ン線 の残 り区 間お よび②の計画 は戦 後
に持 ち越 され,前 者 は需要見通 しの変化(当 該地域 がグ リー ンベル トに含 まれ たことな どによ る)
か ら放 棄 され た ものの,後 者 は完成 に至 って いる㈱。
この ような大規模な計画 は,「 競争 に代 わ る協調 の実現」 によ って可能 にな った もの だが,「 工
事費 が きわめて多額 に上 る(3,500万 ポ ン ドと見積 もられた一 中村)た あ,こ の投資 か ら得 られ
る収益 で,調 達 した資金 の利子 をまかな うことは期待 できなか った」(29)。このた め,大 蔵 省は関
係3社 に,① この事業へ の融資 のみを 目的 とす る金 融会社(名 称 はLondonElectricTransport
FinanceCorporation)の 設 立 を認 め,② 政府保証 を与え ることで最 大4,000万 ポ ン ドの資金 を
最低 の金利で調達 できるよ うに した上で,③ 金融会 社か ら3企 業 に再貸 出 しを行 わせ ることに し
た(資 金 配 分 はLPTB70%,LNE25%,GW5%)。 これ に よ り,LPTBの 支 払利 息(年 利
2.5%)は,政 府保証 な しで資金調達 した場合(年 利約3.75%)に 比べ,年 間約33万 ポ ン ドの節
約 とな り,事 業 の採算性 が期待 でき るようになった。政府の こ うした支援 は,実 は不 況下 での失
業対策 の意味合 いが強 か ったが,と もか くも低 コス トでの資金調達 が可能 とな った結果,LPTB
は政府 の補助金 な しで,ネ ッ トワー クの拡大 と改良を実現す ることがで きた⑳。
II戦 後 の交通国有化 とロン ドン運輸経営委員会(LITE)
1.イ ギリス運輸委員会(BTC)の 設立とロンドン運輸経営委員会
大戦 終結直前 の1945年8月 に成立 したア トリー労働党 内閣は,「 統合」 に よる効率 化を 目指 し
て,鉄 鋼,石 炭,電 力 な ど,重 要産 業の一元 的国有化 を進 めた。 交通分野 では 「1947年 運輸法」
(TransportActofl947)に基づ いて,1948年1月,LPTBを モデ ル とした イギ リス運輸委 員
会(BritishTransportCommission;BTC)(3Dが設置 され,LPTBを は じめ,鉄 道,内 陸水路,
道路輸送,鉄 道会社保有 のホテル ・船舶 ・ドックな ど,国 内の 内陸交通事業 の大 半がその管理下
に置 かれ るこ とにな った。BTCの 全般 的義務 として は,「 効率 的で,十 分 で,経 済 的で,か つ適
切 に統 合 され た」(efficient,adequate,economicalandproperlyintegrated)公共 交通 システ
ムの提 供 を確保 す る義務(「1947年 運輸法 」第3条 第1項),ま た財務上 の義 務 と して,「 数年間




pp.31-32.な お,LPTBは債 券 の 発 行 も認 め ら れ て い た 。
(31)BTCの モ デ ル がLPTBで あ っ た こ と は,議 会 で 政 府 ス ポ ー ク ス マ ン が 言 明 し て い る(Bonavia,
p.100;Bagwell,p。292)。
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あ る諸 費用を まか な うのに十分 な額 を下 回 らない ように」運賃等 を設定 する とい う義務 が課せ ら
れた(同 第3条 第4項)。 これは,BTC全 体 と して数年単位(定 義 は曖 昧だが)で 収 支均 衡を図
ること,す なわ ち,内 部相互補 助を通 じた独立採算制の確保 を意味 する ものであ った㈱。
BTCは 政策 決定 機関 で あ り,そ の下 部機 関 と して,鉄 道 経営 委員 会(RailwayExecutive;
RE),ロ ン ドン運 輸 経営 委員 会(LondonTransportExecutive;LTE)など5つ の経 営委 員
会(33;が設 置 され,日 常業務 を担 当す ることにな った。BTCの 委員 は,独 立 の任命委 員会 が設 け
られ たLPTBと は異 な り,運 輸大 臣に よって直接 任命 された。 また,各 経営委 員会 の委 員につ
いて も,上 部機 関で あるBTCの 任命 ではな く,運 輸 大 臣がBTCと の協議 を経て直接任 命す る
ことにな ったが,こ れ は 「BTCに よ る交通の一元 的統 合」 とい う本来 の 目的 と矛盾 す る もので
あ り,BTCと 経 営委員会 の間の調整 を困難 にす る要 因 とな った㈱。
ロ ン ドン運輸経 営委 員会(LTE)の 委 員長 に は,1935年 以 来LPTBの 理事 を務 め,1940年 か
らはモ リソ ンの後任 と して ロ ン ドン県議 会(LCC)の リー ダー も兼 任 していた ラタム卿(Lord
Latham)が 任 命 され た(35)。LPTB前 会長 のア シュフィール ド卿 はBTCの 委 員 に就任 したが,
ま もな く世 を去 った(同 年ll月)。 ところで,LPTBに つ いて は,① すで に公有化 され ている
こと,② ロン ドン地域 内で の統合 を実現 している こと,③ ハーバー ト・モ リソ ン(当 時,重 要産
業 の 国有化 作業 の責 任者)が 中心 とな って創設 した企業 で あ る ことな どの理 由か ら,こ れ を
BTCの 管理下 に置 くことにつ いては,他 の交通事 業の場合 とは異 な り,自 明の こととは見なさ
れて いなか った。 しか し,当 時の運輸大 臣バ ー ンズは,LPTBの 役 員が,運 輸大 臣で はな く任
命委員会 によ って選任 され る とい う 「扱 い に くい制度」(clumsydevice)の 廃止 を切望 してい
た ことか ら,こ れがBTCへ の編入 につ なが った可能性 がある(3f)。また,意 外ではあ るが,ア シュ
フィール ド卿 が編入 に積極的 だ った こと も重要 であ る(37)。その理 由につ いて は,①BTCの 創設
をLPTBと 同趣 旨の統合計画 と見 な して共感 を寄 せた,②LPTBの 戦 後の経営 見通 しが不確 実
だ った,③ 戦 時中延期 され ていた大 規模 な鉄道投資(「1935-40年 新規工事計 画」 の完成 を含む)
とバ ス更新 を実現す るため外部 資金 に頼 る必要が あった,な どと推 測 されてい る㈹。
1951年,保 守党 が6年 ぶ りに政権 に復帰 し,チ ャー チル 内閣が発足 した。 新内閣 は 「1953年
運輸法」 を制定 してBTCの 再編成 を行 い,道 路貨 物部 門を民営化す る と共 に,LTEを 除 く全て
の経 営委員会 を廃止 し,各 交 通部 門をBTCの 直接統 制下 に置 いた(39)。同法 で は,BTCの 任務
(32)Bagwell,p.294.
(33)他 の3つ は,ド ッ ク ・内 陸 水 路 経 営 委 員 会,道 路 輸 送 経 営 委 員 会,ホ テ ル 経 営 委 員 会 。 この う ち道 路
輸 送 経 営 委 員 会 は1949年 に道 路 旅 客 経 営 委 員 会 と道 路 貨 物 経 営委 員 会 に 分 割 され た。
(34)BTCとREの 間 の 問題 に つ い て,Bagwell,pp.306-307に具 体 的 な事 例 が 示 さ れて い る。
(35)BritishTransportCommission(1949),p.13E;Halliday,P176.
(36)Bonavia,p.10.
(37)Ibid.,p.11,p.21.一方,Barker,p.106.に は,「LPTBは 国有 化(BTCへ の 編 入 を 指 す 一 中 村)を
回避 す る こ と を望 ん で い た 」 と あ る が,Bonaviaの 場 合 は2種 類 の 公 式 文 書 の記 録 を 根 拠 と して お り,
こ こで はBonaviaに 依 拠 した い。
(38)Bonavia,p.11,pp.25-26.
(39)た だ し,1953年 法 で 廃 止 が 明記 さ れ た の は鉄 道 経 営 委 員 会 の み 。 他 の経 営 委 員 会 に つ い て は,同 年8
月 の 「運 輸 委 員 会(経 営 委 員 会)命 令 」(TransportCommission(Executive)Order)で初 め て 明記
され た(Bonavia,p.159)。
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は もはや 「交通 の一元 的統合 」で はな く,① 鉄道 サー ビスの供給,② 他の交通 サー ビスの供給,
お よび③ 「適 切 に調整 され た」 ロン ドンの旅 客輸 送 システ ムの供 給 とされた。言 い換 えれば,
BTCは 複数 の個別的交通サ ー ビスの供給者 あ るいは管理者 とな ったので ある。
なお,LTEは 経営委員会 の地 位 に とどま ったた め,従 来か らの変則的 な立場,す なわ ち委員
は運 輸大 臣か ら直接任命 され る ものの,基 本 的に はBTCの 所管 であ り,投 資資金 もBTCか ら
受 け取 るとい う立場に変更はなか った(40)。全面的に運輸大 臣の所管 とな るのは,「1962年 運輸 法」
によ ってBTCが 廃止 され,LTEに 代わ って,独 立 公法 人 と しての ロン ドン運輸公社(London
TransportBoard;LTB)が設立 されてか らである。
他 の経営委 員会 が全 て廃止 され た中で,LTEの みが存 続 した理 由 につ いて は,「1933年 か ら
ロ ン ドンに存在 していた,十 分信頼 す るに足 る交通運営機 関を ロ ン ドンか ら奪 うこ とは,あ ま り
に政治 的 リス クが大 きか ったのであ る一少 な くとも,(LTEに 関 する)正 当な調査,報 告,協 議
という手 続 きが 終了す るまで は」(4')と言わ れている(カ ッコ内は中村)。1953年,運 輸大 臣の任
命 に よ って,財 界人のポール ・チ ェンバ ースを委員長 とす る 「ロン ドン ・トラ ンスポー トに関す
る調 査委員会 」(通 称:チ ェ ンバ ース委 員会)が 設 置 され,1955年 に報告書 が発 表 され たが,報
告書 で はLTEの 経営 につ いて,「 安全性 に関 して,LTEが 維 持 して いる水 準 はきわめて高 い。
(中 略)鉄 道部 門 にお ける定時性 の水準 は素 晴 らしい。(中 略)ロ ン ドンは世 界最 高の旅客輸送 シ
ステ ムの一つ を有 してい る」(42)と,高 い評価 が与え られてい る。次第で取 り上 げ るよ うに,LTE
の投 資は きわ めて低 い水準 に終始す ることになるが,戦 前の投資 の蓄積 によ って,な おサー ビス
の質 は維 持 されていたのであ る。
2.地 下鉄投資の推移
BTCが 発 足 した1948年 か ら,廃 止 され る1962年 まで の地 下鉄 の投 資額 と投 資内容 につ いて
は,公 表 されて いる情報 自体 が限 られてい るうえ,投 資区分 にも一貫性が ないため,全 体像 を体
系的かつ正確 に把握す ることは不可能 であ る。 しか し明 らかなの は,こ の期間 の投資額 が全体 と
して きわ めて少 額であ ったとい う事実 であ る。 そ して,こ の期間を含 め,戦 後30年 にわた って
地 下鉄投資 が ほとん ど行われ なか った ことが,今 日の地下鉄 が抱え る諸問題の原 因 と見 な されて
い る(43)。その出発点 は,1948年 のBTCの 誕生 とロ ン ドン ・トランスポー トのBTCへ の編入 に
あ るとい うのが一般的な見方で ある㈲。
戦 争直 後か ら開始 されたセ ン トラル線 の東西両方 向へ の延長工事(1946～49年)は,戦 前 の






(44)例 えば,ロ ンドン・スクール ・オブ・エコノミクス(LSE)の グレーダー ・ロンドン・グループの代
表で,ロ ンドンの交通問題の権威であるトニー ・トラヴァースの見解(Wolmar(2002),p.34)。
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(百万ポ ン ド) L55 0.770.660.551.260.691.021.972.01L92 2.602.032.453.672.96
粗資本支 出
(百万ポ ン ド) 2.702.182.701.922.150.500.440.480.86L30 1.132.428.829.5E10.35










(百 万ポ ン ド) 436 3.461.91
一 〇.85一 〇.32一 〇.19 1.252.122.152.95一 〇.67 3.134.393.785.05
出 典:BritishTransportCommissiorAnnualReport,1948-1962およ びMunby,pp.508-509を基 に 筆 者 作 成 。
注1)運 輸 純収 入(nettrafficreceipt:)は,運輸 収 入 マ イ ナ ス営 業 費 用(workingexpenses)で算 出 され る。
2)運 輸 収入 に は 運 輸 雑 収 入(miscellaneous)を含 む。
3)粗 資 本 支 出(grosscapitalexpenditure)は,地下 鉄 の 基 礎 施 設(イ ン フ ラ)お よ び 車 両 の 追 加 ・完全 取 替 ・改
良 の た め の支 出(バ ス ・コー チ との 共 用 施 設 ・設 備 お よ び電 力 供 給 関 連 の 投 資 を 除 く)。
4)1958年5月 ～6月 に バ ス ・ス トライ キ(計7週 間)が 行 わ れ て い る。
5)1962年 の バ ス お よ び コー チ の 運 輸 純 収 入 に は トロ リーバ ス(同 年5月 廃 止)の 数 値 が 含 まれ て い る。
可 を得 て,き わめてス ムーズに進捗 した。 しか し,こ れ は きわ めて異 例で あ り,1950年 代にな
.ると,新 規 プロジ ェク トはおろか,既 存ネ ッ トワー クを維持す るための予 算 さえ満足 に確保で き
ない状態が続 くことになる。Wolmar(2002)に よれば,「1950年 代 は,地 下鉄の歴史 の 中で最
も投資が不足 した時代 であ り,そ れによ って地 下鉄 システムは長期的 な損害 を こうむ り,お そ ら
く今 もそ こか ら回復 して はいない」㈹ とい う。
以 下,Halliday,Wolmar(2002),BTCの年次報 告書(LTE関 連 の報 告 を含 む),そ れに
LTEが1953年 か ら独 自に発表 していた年次報 告書(AnnualReview)を参考 に して,1950年
代 におけ る地 下鉄の投資動向 を概観す る(表3)。
1953年 のLTEの 年次 報告書 には,「 駅 舎 の改 築,そ れに信号施設 の近代化 を含 むその他 の工
事 な ど,本 年 の鉄道 への資本 的支 出 は30万 ポ ン ドであ った」(46)とあ るが,30万 ポ ン ドは当時 と
して も少額 であ る。 ちなみ に,戦 争 による被害 の大 きか ったバ スおよび トロ リーバ スの更新 ・取
替 には,20倍 の590万tン ドが支 出され てい る(47)。翌1954年 の地下鉄投 資額 も,前 年度 と大差





のエ スカ レー ター新設 な ど,小 規模 な ものに限 られてお り,ネ ッ トワー クの改良や新 しい車両 ・
信 号施 設 の整 備 などの大規 模 な投 資計画 は検 討 さえ され ていな い。1954年 以 降 になる と,年 次
報 告書 には 「新規投資」(newinvestment)が 明示 され な くなるが,Hallidayは,「 おそ らく少
な過 ぎた ためだ ろう」 と して,バ ラ ンス シー トを基 に,「1954年 か ら59年 にか けて,軌 道 ・信
号 施設 ・車両 な ど地下鉄 の固定資産 の価値 は,減 価 償却前 で5%以 下 しか増加 していな い。 これ
は資産 が増加 す る代わ りに縮小 しつつ あ った ことを意味す る」 と推定 してい る㈹。彼 に よれ ば,
1950年 代 に資 本的支 出の提案 で唯一承認 されたの は,1960年 に完成 した,メ トロポ リタ ン線 の
リックマ ンズ ワース以北の電化 プ ロジェク ト(350万 ポ ン ド)で あ るとい う。1959年 以降 は,資
本 投資 の状 況は若干改善 され,例 えば ピカデ イリー線 とセ ン トラル線の老朽化 した車両 の取替 え
が承認 されて いる(49)。1960年 代のLTEの 年次報告 書 は,依 然 として新 規投資の金額 を明 らかに
して いない もの の,様 々な駅 の改良 ・改修 計画 を数 ペー ジにわた って記載 してお り,相 当な額 の
資金投入 が示唆 されてい る㈹。
3.地 下鉄投資問題の背景
地下鉄 への投資が きわ めて低 い水準 に とどまった主な理 由と して,次 の5つ の要 因を挙 げる こ
とが でき る。
第一 に,組 織 上の変 化 と して,LPTBがBTCの 管理下 に入 った ことが挙 げ られ る。LPTBと
い う独立 したパ ブ リック ・コー ポ レー シ ョンか ら,BTCの 一部門へ とい う大 きな地 位の変化 は,
次 のよ うな結 果を もた らす ことにな った。す なわち,国 の投 資財源の配分 をめ ぐって,BTC内
の他 の交通部 門,特 に幹線 鉄道 との競合 を余 儀な くされ たのであ る。 しか も,BTC内 において
も,運 輸 省 ・大蔵省 にお いて も,投 資の優先順位は常に幹線鉄道 に置か れて いた。 とい うの も,
大戦 中の酷使,資 材不足 お よび爆撃 の結 果,幹 線鉄道の 「2万 マイルの軌道の多 くが未修繕 の状
態 にあ り,ま た,2万 両 の機 関車 の うち少 な くとも半分が大幅改修 あ るいは スクラ ップ化 が必 要
な状態」(51)にあ り,幹 線鉄道 は常 に 「財務 的に も物理 的に もBTCの 最大 の資産 で あると同時 に,
BTCの 絶 え ざる不安 の種」(52)だったので あ る。 これ に対 して 「ロン ドン ・ トラ ンスポー トは,
1948年 の時点 で,さ らにその後何年 か にわ た って,財 務 的に も物理 的 にも比較 的良好 な状態 に
あ った」(53)。地下 鉄車 両の多 くは新 しく,ま た電化 され てお り,駅 も戦争直前 に建設 あるいは改
修 され た ものが多 く,ま だ新 しか った うえ,ブ ロー ドウェー55番 地 にある本 社 ビル は壮 麗な こ
とで有 名で あ り,LTEの 経営の健全 さを人 々に印象 付け る役割 を果た していた とい う㈹。









ち,「 もし,首 都 の都市計 画上 の必要性 によ って,そ の よ うな施設(1948年 に提 出された ロン ド
ンの鉄道改 良計画一 中村)が 不可欠 だ とす れば,必 要 な労働力 と資材は,BTCが 現在利 用可能
な財源 とは別 の追加 的財源 か ら入手すべ きで ある」(55)。言 い換 えれば,地 下鉄投資 は,BTCが 政
府 を説得 して入手 した財源 に頼 るので はな く,LTE自 らが政府 を説得 して獲得 すべ き もの とさ
れたの であ り,BTCの この姿勢 は最後 まで変 わ らなか った とい う(56)。しか も,戦 後 の経 済危機
の中で政府財 政は逼迫 してお り,投 資財源 の競 合相手 はBTC内 部 だけではな く,電 力,住 宅建
設,保 健,教 育 な ど,他 の産業 ・生 活部 門に及んで お り,地 下鉄 は この競争 に常に敗れ ることに
な った(57)。の ちに政府財政 がやや好転 した時 も,BTCの 入手可能 な財源 の ほぼ全 てが,1955年
に提案 され た動力 のデ ィーゼル化 ・電化 や駅 舎改修 な ど,幹 線鉄道 の大 規模 な近 代化計画 に充当
されてい る㈲。
第二 に,'自 己資金 で あれ,外 部 資金 であれ,5万 ポ ン ドを超 え る資本 的支 出 につ いて は全て
BTCに 諮 って,そ の承認 を受 けね ばな らなか った ことで ある。5万 ポ ン ドとい うの は,1948年
当時 においてさえ少額 であ り,さ さやかな駅舎 の改修 や,数 基 のエ レベー ターをエ スカ レーター
に交換 した りする ことはで きたが,戦 争 で被害 を受 けた車両 に代 えて新 造車 両を発注 した り,路
線の新設 や延伸 を実施 した りするな どの大 規模 な投 資計 画 につ いて は,BTCの 承認 を得 なけれ
ばな らなか った(5!)。一 方,BTCは さ らに運輸省 と大蔵省の承認 を得 なけれ ばな らなか った。
な お,自 己資金 の原 資 となるの は運賃収入 だが,運 賃改定 について は,BTCが 新設 の運輸審
判所(TransportTribunal)に申請 して,そ の認 可 を受 けな けれ ばな らなか った。 その際,運
輸大 臣は当該 の運賃値 上げが公益 に反す ると判断 した場合 には,い つで も値上 げを禁止す ること
がで きた。
第三 に,LPTBを リー ドした,ア シュフ ィール ド卿 とフランク ・ピ ックの 「『恐 るべ きコ ンビ』
(formidablepair)の 後を継 いで,ロ ン ドン ・ トラ ンスポー トを前進 させ るだ けの迫力 と能力 を
持 った人 物が いなか った」(60)ことであ る。Barkerの 言葉 を借 りれば,「 戦後 の経 営陣 は,ス タ ン
レー(ア シュフ ィール ド卿一 中村)と ピックに匹敵す るチームを生 み出せ なか った。(中 略)戦
後 の会長 も総 裁 も,彼 らの ように長期間 その地位 に とどま ることはなか った し,ま た,第 一次大
戦 中に政府 の要職 を経 験 した後 にスタ ンレーが発揮 した ような政治的影響力 を発揮す る こともで
きなか った。(中 略)ス タン レーは政治 家 に影響 され る側 ではな く,政 治家 に影響 を与え る側 に





(59)Halliday,pp.176-177.なお,BTCは 外 部 資 金 の 自己 調 達 を行 うに 当 た って,運 輸 大 臣 の 同意 と大 蔵
省 の 承 認 に基 づ いて 「イ ギ リス 運 輸 債 券 」 を発 行 す る こ と.がで き た。 た だ し,「1956年 財 政 法 」 に よ っ
て運 輸 債券 の 発 行 は で き な くな り,以 後,投 資 の外 部 資 金 は原 則 と して 全 て 財 政 に依 存 す る こ とに な っ
た(運 輸調i査 局 外 国 部 編,52-53頁)。
(60)Taylor,p.271.
50`『 明大商学論叢』第88巻 第3号(314)
を制約 され る ことは全 くなか った。 役員会 は独立 の任命 委員会 によ って任命 され てい た。1948
年以 後 は,も はや任命制 壌が変 わ って しまった」㈹。 もちろん,ア シュフ ィール ド卿 と ピックを
もって して も,① ロ ン ドン ・トラ ンスポー トがBTCに 編入 され たこと,② 幹 線鉄道 の大規模 投
資 の緊要性 が明 らかであ った こ と,③LTEの 役員が運輸 大臣の直接任命 制 とな った こと,さ ら
に④制 度的 に投 資が制約 された こと。 この ような状 況の下で は,そ の力 を十分 に発揮 する ことは
困難 であ った ろ う。 ただ し,ア シュフィール ド卿が健在な らば,政 治的影響力 を行使 して,制 度
そ の もの に変更 を迫 る事態 もあ り得 たか も知れない。
第 四 に,1910年 代以 来,内 部 相互補 助 によ って地 下鉄財政 を支え てきたバ ス ・サー ビスの輸
送人員 が,1952年 を ピー クに減少 に転 じた ことで ある(s:)。1952年 に29億1,800万 人で あ った輸
送人員 はそ の後 減少を続 け,1960年 には22億8,100万 人 に減少 してい る(表3)。 その主 な理 由
と して挙 げ られ るの は,① 自家用乗用車 の普 及,② テ レビの普及,そ して③労働時間 の減少 であ
る。① の 自家用乗用車 の台数(ロ ン ドンの免許 台数)に ついては,1933年 に29万 台,1950年 に
48万 台で あ った ものが,自 家用乗用車 に対す るガ ソ リン割当制の廃止(1950年)を 契 機 に急増
し,1955年 には80万 台,1960年 には127万 台 とな ってい る。 その結 果,特 に郊外バ スの需要 と
週末の レジャー需要が大 きな影響 を受 ける ことにな った。 自家用乗 用車の増大 はまた,セ ン トラ
ル ・ロ ン ドンを 中心に激 しい道路混雑 を引き起 こし,バ スの運行 速度 の低 下 と定時性の喪失 を も
た ら して,バ ス利用者 を さらに減少 させ る要 因 とな った。 また,② のテ レビの普及 は,映 画鑑賞
やス ポーツ観戦 な ど夜 間およ び週末の外 出機会 を減 らし,オ フピー ク需要 に大 きな影響 を与え た
とされ ている。 さらに,③ の労働時間 の減少,特 に週休二 日制 の普及 は,土 曜 日の通勤需要 を減
少 させ た。BTCの1957年 の年次報告 書 は,「1956年 か ら57年 にか けて,LTEの 旅客輸 送量 は
2.3%減 少 した。 その多 くは,自 家用 乗用車 の増大 が もた ら した社会 的変化 に起 因す るが,一 部
はテ レビの影響 による ものであ る。 テ レビは今 やロ ン ドンの半分以上 の家庭 に普及 してお り,ま
た ロ ン ドン交通地域 の 自動車登録 台数は1950年 以 降倍増 してい る。平均 的な ロン ドン市民 が,
レジャーの ために外出す る場 合,週 末かつ 自家用乗用車 を使 うのが普通 にな ってい る(平 日のオ
フ ピー ク時間帯 は家 でテ レビを見 る一 中村)。 その結果,交 通 量の減少 は,主 と して平 日のオ フ
ピー ク時間帯 と週末に集 中 してい る」㈹ と述べてい る。 なお,上 に挙 げたバ ス衰退 の要 因は,当
然,地 下鉄需要 に も大 きな影響 を与えて いる㈹。
最 後 に,自 動車交通 が台頭 す る中で,公 共交通の時代が終 わ りつつ ある とい う考 えが,当 時広
ヵ∫って いた とい う事実 であ る(65)。「当局 は,知 らぬ間 に勢 力を拡大 していた道 路 ロ ビーに促 され
(61)Barker,p.106.
(62)「1912年 の 合 同以 来,利 益 の ほ と ん どを 生 み 出 して きた の は常 にバ ス で あ った 。 した が って,こ の よ
うな バ ス ・サ ー ビス の 衰 退 は 事 業 全 体 の 財 務 的 存 続 可 能 性(financialviability)に 致 命 的 な 打 撃 を 与
え る こ と に な った」(Barker,p.106)。
(63)BritishTransportCommission(1957),p.7;.








が,BagwellはBTC時 代の幹線鉄道を論 じた中で,「 鉄道衰退の基本的な理由は,鉄 道輸送よ
りもはるかに多額の資本が道路および道路交通に投資されていることにあった」 と,地 下鉄と同
様の問題を指摘 している㈲。
皿 イギ リス運輸委員会の解体 とロン ドン運輸公社(LTB)の 発足
1.「1962年 運輸法」 とLTB
1960年12月,マ ク ミラン保 守党 内閣は,下 院国有化 産業特別委員会(SelectCommitteeon
theNationalisedIndustries)の 勧告 に基 づき,白 書 『国有交通事 業の再編成』(Reorganisation
oftheNationalisedTransportUndertakings)を発表 した。 白書 では,深 刻 な経営悪 化 に悩
むイギ リス運輸委員会(BTC)の 組 織問題 が組上 に上 り,BTCの 活動 はあ ま りに巨大で多様で
あ って,「 単一 の事業体 と して効率 的 な運営 を行 うことはほ とん ど不可能 であ る」 と して,そ の
解体 が主張 された。 白書 の内容 は 「1962年 運輸法 」 と して立法 化 され,翌1963年1月,BTC
は廃止 され て,4つ の公社 と1つ の持株会社 に再 編成 された(68>。
ロ ン ドン運輸経営委 員会(LTE)は,運 輸大 臣所管 の公社(独 立公法人)で あ るロ ン ドン運
輸 公社(LondonTransportBoard;LTB)とな った。LTBの 役 員 は運 輸大 臣 によ って直 接任
命 され,か つBTC時 代 とは異 な り,運 輸大 臣に責任 を負 うことにな った。LTBに 課 せ られた全
般 的義 務 は,「 ロ ン ドン旅客 運輸地 域 に対 して,運 営 の効 率性,経 済 性 およ び安 全性 に十分配.
慮 しなが ら,十 分 で か つ適 切 に調 整 され た旅 客輸 送 シ ステ ム(anadequateandproperly
co-ordinatedsystemofpassengertransport)を提供す る こと,ま たは提供 を確 保す る こと」
(「1962年 運輸法」第7条 第1項)で ある。 また,他 の公社 と同様,財 務 上の義務 と して,「 数年
間 を単位 として,そ の収入 が,収 入で まか な うのが適 当であ る諸費用 を まかな うの に十分 な額 を
下 回 らないよ うにす ること」(同 第18条 第1項),す なわ ち,LTB全 体 として数年単位で収支均
衡 を図 るとい う義務 が課 せ られた(69)。
ロ ン ドン運輸公社(LTB)は,事 業活動 の多 くの面 で運輸大 臣 の統制 を受 け るこ とにな った
が,特 に,「 財務的 フレーム ワークの全体 につ いて運輸大臣の承認を受けなければな らず」,ま た,







された(70)。運輸 大 臣か らの借入 限度額 は,1963～64年 は2億 ポ ン ド,1965～67年 は2億5,000
万 ポ ン ド,1968年 は2億7,000万 ポ ン ド,1969年 は3億 ポ ン ドで あ った。 各年 の借入 限度額 の
うち約1億6,000万 ポ ン ドは運輸省 に対す る創業資本負債(commencingcapitaldebt)であ り,
実質 的な上限額 は これを除 いた金額 であ る(7D。な お,「1968年 運 輸法」 によ って,公 共 交通の改
善 のた め,LTBを 含む公共交通 機関 のイ ンフラ(車 両は対象外)お よび新製 バ スに対 し,大 蔵
省 の承認を条件 として,運 輸 大臣が補助金 を交付す ることが認 め られた。 前者はイ ンフラ補助金
(infrastructuregrants),後 者 は新 製バ ス補助金(newbusgrants)と呼 ばれる。 これ によ り,
「運輸大 臣か らの借入れ」以外 の新 たな投 資財源が生 まれ たことになる。
2.地 下鉄投資の推移と問題点
BTC時 代 末期 を含 む1960年 代 は,地 下 鉄投資に改善が見 られた時代だが,既 存 ネ ッ トワー ク
に支出 され る金額 は ご く僅かで あ り,ト'ン ネルや軌 道な どの施設改修の ための投資 はほ とん ど行
われな か った。 まず,BTC時 代末期 の1960年 代初 めには,地 下 鉄投 資の大部分 は新製車両 の購
入 に費 やされ,残 りはヴィク トリア線建設 の予備的作業 に費や され た㊥。
次 いで,LTBが 発足 した1963年 には,投 資支出 の総額(地 下鉄 ・バス)は1,760万 ポ ン ドで,
内訳 は資本的支 出1,630万 ポ ン ド,更 新支 出130万 ポ ン ドとな っている。 資本的支 出の内訳 は,
地下鉄車両 の購入が720万 ポ ン ド,ヴ ィク トリア線 建設 が250万 ポ ン ド,バ スおよび コー チの購
入 が240万 ポン ドで あ り,駅 ・信号施 設 ・デポな ど地下鉄 イ ンフラの改 良のための支 出(表4の
基礎施設 への粗資本支 出か らヴ ィク トリア線関連支 出を除 いた数字)はllO万 ポ ン ドにとどまっ
て いる。 な お,更 新支 出を含 む投資資金(純 額で1,470万 ポ ン ド)の うち約6割(850万 ポ ン ド)
は 自己資金(収 支差 引額,減 価償却 ・更新積立金,資 産売却収入 な ど)で あ り,外 部資金 の うち
350万 ポ ン ドは 「運 輸大 臣か らの借 入れ」(loansfromtheMinisterofTransport),残り270
万 ポ ン ドは 「銀行か らの短 期借入金」(bankoverdrafts)と な ってい る(73)。しか し1965年 以 降
は,経 営 の悪化 によ って,自 己資金 のうちの 「収 支差引額」(balanceofrevenue)の項 目は消
え,運 輸大 臣か らの借入 れが増 大す る。 そ して,1968年 か らは政 府の 「資本補助金」(前 述 のイ
ンフラ補助金)が 加 わ って くる。
経営 の悪化 について一言 す ると,LTBの 時代,地 下鉄 の輸 送量 は微減な い し横 ば いであ った
が,モ ータ リゼ ーシ ョンの進展 によ り,バ スおよび コーチの輸送量 は大幅な減少を記録 している。
輸送人 員 は1963年 の24億3,000万 人 か ら1969年 の17億8,700万 人へ と26%減 少 し,輸 送 人 マ





(74)バ ス部門は1965年 に多額の損失を生 じたため,LTBは 翌年か ら,コ ス ト削減を目的にワンマン運転
の実験運行を開始 し,1968年 から正式に導入 した。 ワンマン運転のバスは1969年 末には517両 となっ
た(Barker,pp.112-ll3)。 なお,1969年 末現在のバス総数は6,526両(Munby,p.578)。
(317)ロ ン ドン地下鉄の経営組織の変遷 と投資問題の展開53
表4ロ ンドン運輸公社(LTB)の 輸送量,経 営成績および投資実績
1963196419651966196719681969
[地下鉄]
輸送人員(億 人) 6.73 6.74 6.5i 6.67 6.61 6.55 6.76
輸送人マイル(億 人マイル) 30.75 30.66 30.02 30.54 30.45 29.68 31.87
運輸純収入(百 万ポンド) 2.38 3.56 2.00 3.22 1.0] 0.86 1.47
粗資本支出(百 万ポンド) 10.84 10.59 13.7013.14 15.08 20.33 10.77
・基礎施設 3.60 9.39 13.13 12.39 11.81 14.36 8.47
(うちヴィク トリア線関係) 2.47 8.15 12.07 11.43 10.79 13.37 7.12
・車 両 7.19 0.88 0.15 0.19 2.39 5.25 1.93
・エ レベ ー タ ー ,エ ス カ レー タ ー 0.05 0.33 0.42 0.56 0.94 0.73 0.37
更新支出(百 万ポンド) 0.83 1.00 1.16 1.12 0.87 0.87 0.98
・駅その他の建物 0.21 0.26 0.39 0.4] 0.22 0.32 0.37
・ トンネ ル ,橋 梁 等 0.14 0.03 0.06 0.10 0ユ2 0.14 0.06
・軌 道 0.03 0.02 0.02 0.02 0.Ol 0.08 0.Ol
・電気軌道設備等 0.12 0.18 0.24 0.31 0.14 0.13 0.10
・信号施設等 0.34 0.52 0.45 0.27 0.38 0.20 0.44
資本補助金(百 万ポン ド) 一 } 一 一 一 5.0 59』
収入補助金(百 万ポン ド) 一 一 皿 1.2 3.4 3.5 6.6
[バ ス お よ び コー チ]
輸送人員(億 人) 24.30 22.52 21.32 19.78 19.79 19.46 17.87
輸送人マイル(億 人マイル) 55.75 50.94 45.81 44.5E 44.51 44.35 42.50
運輸純収入(百 万ポンド) 3.06 L30 一2 ,93 一4.96 一7 .48 一6 .2i 一3 .86
資本補助金(百 万ポンド) 一 一 一 一 一 0.6 0.7
収入補助金(百 万ポンド) 一 一 一 3.7 6.1 5.3 3.3
出 典:LondonTransportBoard,AnnualReportandAccounts,1963-1969;LondonTransportExecutive,Annual
ReportandAccounts,1971;Munby,pp.508-509を基 に筆 者 作 成 。
注1)運 輸 純 収 入(nettrafficreceipts)は,運輸 収 入 マ イ ナス 営 業 費 用(workingexpenses)で算 出 され る。
2)運 輸 収 入 に は運 輸 雑 収 入(miscellaneous)を含 む 。
3)粗 資本 支 出(grosscapitalexpenditure)は,地下 鉄 の 基 礎 施 設(イ ン フ ラ)お よ び車 両 の 追加 ・完 全 取 替 ・改 良
の た め の 支 出(バ ス ・コー チ との 共 用 施 設 ・設 備 お よ び電 力 供 給 関連 の投 資 を 除 く)。
4)更 新 支 出(renewalsexpenditure)は,基礎 施 設 の取 替 ・更 新 ・変 更 の た め の 投 資 。
えて,1964年 以後,LTBの 運賃 改定に対 し,従 来 か らの運輸審判所 に よる規制 に加 え,物 価対
策 の見地 か ら政府 の統制 が開始 され,1965年 には 「運賃凍 結」 が行 われ るな ど,LTBの 経営は
厳 しさを増 していた㈹。
1964年 以降 は,利 用可能 な投資資金 のほ とん どはヴ ィク トリア線 の建 設(1963～71年)に 支
出 され るよ うに な り,既 存 ネ ッ トワー クの改修 に利用 で きる資 金 は低 い水 準 に とどま った(表
(75)た だ し,減 収 分 へ の 補 償 と して 政 府 か ら385万 ポ ン ドが 支 出 され た(Halliday,p.187)。 な お運 輸 審
判所 は,従 来 の 鉄 道 運 賃 審 判 所(RailwayRatesTribunal)に代 わ る機 関 と して 「1947年 運 輸 法 」 に
よ り設 置 さ れ,鉄 道 お よ び バ スの 運 賃 を規 制 した。 鉄 道 運 賃 の規 制 は 「1962年 運 輸 法 」 に よ っ て原 則
的 に 廃 止 され た が,例 外 と して,ロ ン ドン旅 客 運 輸 地 域 内 で完 結 す る輸 送 につ いて は規 制 が存 続 した。
運輸 審 判 所 に よる規 制 は「1969年 運 輸(ロ ン ドン)法 」 に よ って最 終 的 に廃 止 され,1970年 以 降 は グ レー
ダ ー ・ロ ン ドン議 会(GLC)に よ っ て規 制 さ れ る こ とに な った(Munby,pp.479-480)。
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4)(76)。
1960年 代 の投 資傾 向 は,ロ ン ドン地 下鉄 の投資 の歴史 に見 られ る2つ の特徴 を明 らかに して
い る。 第 一 に,既 存 ネ ッ トワー クの 改修 よ りも新製 車両 の導 入が優 先 されやす い ことで ある。
Wolmar(2002)の 表 現 を借 りれ ば,車 両 は輸送に不可欠 な要素 であ り,老 朽化が ある段 階に達
す る と,「 最 もケチな政府 で さえ,新 しい列車 の購 入に渋 々お金 を出 さざるを得 な くな る」 か ら
で ある。第 二 に,既 存ネ ッ トワー クの維持 よ りもネ ッ トワー クの拡大が優先 されやすい とい うこ
とで あ る。 同 じ くWolmar(2002)の 表 現を借 りれ ば,「 地下鉄 の暗い迷路 の中で くすん だ トン
ネルを補修 した り,磨 耗 した レールを取 り替 えた りする作業」 に比べ,新 路線 の開業 には,テ ー
プ カ ッ トや除幕 な ど華 やかな行事 がつ き ものであ り,「 新 しい列車 の導入 に比べ て も,は るか に
セ クシーでエキサイテ ィング」な ため,政 治家 が新線建設 に走 りやすい というので ある。 こう し
て,1960年 代 には地下鉄投資 財源の大半 が ヴィク トリア線の建設 に注 ぎ込 まれ ることになる(77>。
ヴィク トリア線は,ロ ン ドン北東部か らセ ン トラル ・ロン ドンを貫 いてテムズ南岸 に至 る路線
であ り,最 初 に提案 されたのは1946年 であ る(イ ング リス委員 会)。 当時の ロン ドン運輸経営委
員会(LTE)は この提案 を 「C線 」(RouteC)計 画 として具 体化 し,1952年 か ら,実 現 に向 け
て精 力的 なキ ャ ンペー ンを展 開 した。 計画 は1955年 に議会 の承認 を得 たが,投 資が承認 された
の は7年 後 の1962年 のこ とで ある。1969年 の年次報告書 によれ ば,「BTCと 政府 を説得 して,
ロ ン ドンの地下鉄新線の建設 を認 めて もらうには,何 年 に もわた る議論が必要 だ った。 さらに,
工事 の開始 が1962年 に最 終的 に承認 され るには,ヴ ィク トリア線 の建設費 の全額 を運賃収入 で
まか な うとい う条件が必要 だ った」 とい う㈹。計画 の最終 的な促進要 因 と して挙 げ られ るの は,
第一 に,プ ロジ ェク ト評価 の新 しい手 法で あ る費 用便益分析(costbenefitanalysis;CBA)
を ヴィク トリア線 に適 用 した研究 が,CBAの 開発者,フ ォスターと ビーズ リーによ って行われ,
その結果 が1962年 初 めにLTEか ら運輸省 に提 出 されてい たこ とであ る。CBAで は,単 なる事
業 の採算性 ではな く,広 範な社会的便益 を考慮 して プ ロジェク トの評 価を行 うが,ヴ ィク トリア
線 の建設 か ら得 られ る便 益の35%が,道 路 混雑の緩和 に よる移動 時間 の減 少 とい う形 で ドライ
バー に発生 し,投 資の収益 率 は11%を 超 え ると算定 されたのであ る〔79)。
第 二の,そ して最大 の要 因は,戦 前 の 「1935-40年 新規工事 計画」の場合 と同様,失 業問題 で
ある。1962年 当時,政 府 はイ ングラ ン ド北東部での失業増大を懸念 してお り,LTEに 対 してヴ ィ
ク トリア線建設 の雇用 効果 を算定 させ たと ころ,ロ ン ドンのみな らず,イ ングラン ド北東部で も
雇用増 大 を もt:ら すとい う望 ま しい結果が得 られた ので ある(80)。このよ うに,外 部的要因 によっ








が ある。 「1948年 の ロ ン ドン計画 特別調 査委員会 の報告書 にC線 とい う名称 で登 場 して か ら,
1969年3月 に主要 区間の ウォル サムス トウ～ヴ ィク トリア間が 開業 す るまでの ヴ ィク トリア線
開発の物語 は,20世 紀半 ばの イギ リスにおける,投 資 プ ロジ ェク トに対 す る政府 ・議会 の対応
(publichandling)の 特徴 を示 してい る。 すな わち,先 ず投資 の提案 を望 ま しい ものと して一
応 受け入れ る,次 に論議 の前提 が絶えず変 化 して論議が長引 く,最 後に論議 とほ とん ど関係のな
い一 時的な圧力(失 業問題 を指す一 中村)を 受けて承認す る,と い うものであ る」⑳。
以上 のよ うな投資不 足問題 を抱え たまま,1970年,ロ ン ドン地下 鉄の経営 は,新 たに誕生 し
た広域 自治体,グ レーダー ・ロン ドン議会(GLC)の 手 に移 る ことにな る。
結 びにかえて
経営の効率性 とサービスの質の高さで,世 界中の都市交通の模範 とされ,ロ ンドン市民の誇 り
となってきたロン ドン地下鉄は,第 二次大戦後,長 年にわたってインフラおよび車両の保守 ・取
替がなおざりにされた結果,現 在では,施 設 ・設備の劣化による故障の頻発によって列車の運休
や遅延が日常化 し,市 民生活と経済活動に多大な影響を与えている。
以下,深 刻な施設劣化をもたらした投資問題の経緯をまとめることにする。
ロン ドン地下鉄 は,都 心部の深刻な道路混雑の解決手段 として,1863年,民 間企業(メ トロ
ポリタン鉄道)に よって創設されたが,そ の後,多 くの地下鉄会社が誕生 し,20世 紀初頭まで
には今 日の地下鉄ネッ トワークの主要部分が完成 した。 この間,「地下鉄グループ」を中心に,
経営効率化を目指 した企業統合が進み,1913年 までに,メ トロポ リタン鉄道 を除 く全ての地下
鉄およびバス事業の大半がグループの傘下に収められた。 さらに1915年,「 地下鉄グループ」は
議会に働きかけ,グ ループ内での収入プール制である 「共同基金」を実現させた。この結果,収




「地下鉄グループ」の総帥,ア シュフィール ド卿は 「浪費的競争」を終わらせるため,運 輸大
臣ハーバー ト・モリソンが提案 した,ロ ン ドンの交通事業を公的に一元化する 「ロンドン旅客運
輸法案」の実現に協力 した。1933年,法 案は成立 し,パ ブリック ・コーポレーション形態のロ
ンドン旅客運輸公社(LPTB;通 称ロンドン・トランスポー ト)が 発足 した。また,LPTBに 加
わらなかった幹線鉄道との間では,収 入 プール制が導入された。 このLPTBの 成立 と収入プー
ル制の導入によって,従 来困難であった大規模な地下鉄投資が,こ こに初めて実現 に向かうこと
になった。地下鉄投資の大部分は,LPTBと 幹線鉄道2社 との共同計画である 「1935-40年 新規
(81)・Ibid.,p.344.
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工事計画」の一環 として実施 されたが,大 蔵省の保証 によって低 コス トでの資金調達 が可能 とな っ
た結果,LPTBは 政府 の補助 金な しでネ ッ トワー クの拡 大 と改良 を実現す ることがで きた。
第二次大戦後 の1948年,労 働 党内閣によ って交 通事業 の一元 的国有化 が実施 され,ロ ン ドン ・
トラ ンスポー トはイギ リス運輸委員会(BTC)の 一部門で ある ロン ドン運輸経営委員 会(LTE)
とな った。 このLTEの 時代(1948～62年),特 に1950年 代 には,新 規プ ロジェク トはおろか,
既存 ネ ッ トワー クを維持 するための予 算 さえ満足 に確保 で きない状態が続 いた。 その第一 の要因
は,従 来 の独立 した公社 の地位 か ら,BTCの 単な る一部 門に変 わった結 果,国 の投資財源 の配
分 をめ ぐって,BTC内 の他 の交通 部門,特 に幹線 鉄道 との競 合 を余儀 な くされ ことで ある。 し
か も,BTC内 において も,運 輸 省 ・大蔵 省 において も,投 資の優先 順位 は常 に幹 線鉄道 に置か
れ ていた。 その上,政 府財政 が逼迫 す る中,投 資財 源の競 合相手 は,電 力,住 宅建設,保 健,教
育 な ど,他 の産業 ・生活部 門に及 んでお り,地 下鉄 はこの競争 に常 に敗れ ることにな った。 この
ほかの要 因 と しては,①5万 ポ ン ドを超 える資本 的支出 については全てBTCの 承認 を受 けねば
な らない とい う制度的制約,② 自己資金の源泉であ る運賃 の引き上 げへの厳 しい規制,③LPTB
を リー ドしたア シュフ ィール ド卿 とフランク ・ピ ックの 「恐 るべ きコ ンビ」 の後継者 の不在,④
1910年 代 以来,内 部相互補 助 によ って地下鉄財政 を支え てきたバ ス ・サー ビスの輸 送人員 が,
自家 用乗用車 とテ レビの普及 に よって減少 したこ と,な どが挙 げ られ る。 このLTEの 期 間を含
め,戦 後30年 にわた って地下鉄 投資が ほ とん ど行 われなか った ことが,今 日の地下鉄 が抱 え る
諸 問題 の原因 であ り,そ の出発点 はBTCの 誕生 とロ ン ドン ・トラ ンスt一 トのBTCへ の編 入
にあ る。
1963年1月,BTCは 廃 止 され,4つ の公社 と1つ の持 株会社 に再編成 され,LTEは,運 輸大
臣所管 の公 社 で ある ロン ドン運輸 公社(LTB)と な った。LTBに は,財 務 上 の義務 と して,
LTB全 体 と して数年単位 で収 支均衡 を図 るという義務 が課せ られた。 このほか,事 業 活動 の多
くの面で運輸大 臣の統制 を受 けることにな ったが,特 に,財 務 的フ レーム ワー クの全体 について
運輸 大 臣の承認 を受けな けれ ばな らず,ま た,一 時 的な借入金 の場合 を除き,必 要な資金 は全て
運 輸大 臣か ら借 り入れ なければ な らない とされた。 このLTBの 時代(1963～69年),利 用可能
な投資 資金 の ほとん どは ヴィク トリア線 の建 設(1963～71年)に 支 出 され,既 存 ネ ッ トワー ク
の トンネル や軌 道 など,施 設改 修の ための投資は ほとん ど行 われ なか った。1960年 代 の投資傾
向は,ロ ン ドン地下鉄 の投資 の歴史 に見 られ る2つ の特徴 を明 らかに して いる。第一 に,既 存ネ ッ
トワー クの改修 よ りも新製車両 の導入 が優 先 されやすいとい うこと,第 二 に,既 存ネ ッ トワー ク
の維持 よ りもネ ッ トワー クの拡大 が優先 されやす い とい うことであ る。
以上,1960年 代末 までの投資 問題の展 開過程を要約 したが,改 めて,経 営組織 と財源調達方
式 の関係 を整理す ると,次 の よ うになる。
LPTB(1933-47年)の場 合 は,独 立 公法人 と して独立採 算 を求 め られ る一方,強 い経営 の 自
主性 が与 え られ,金 融機 関か らの借入 れ と債券の発 行が 自由に認め られて いた。 また,統 合によ
る 「浪 費的競争」 の終焉 によ ってバス部門の採算性 が高 ま った結果,バ ス部 門か らの内部補助 が
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増大 し,借 入金 と併せ,地 下鉄投資 は順調 に行 われた。 さらに,大 規模投資 に関 しては,政 府 の
元利保証 によ って低利での資金調達が可能 とな り,公 的補 助な しでネ ッ トワーク拡大 を実現す る
ことがで きた。公 的補助 を受 けなか ったこ とは,LPTBの 経 営の 自主 性 を維 持す る上 で も有意
義 であ った。
BTCの 一部 門の地位 に置 かれたLTE(1948-62年)の場 合は,必 要 な投資資金 につい ては,
BTCが 運輸省 お よび大蔵 省 との折 衝に よって獲得 した資金 の中か ら配分 を受 ける とい う仕組 み
であ った。 しか し,投 資の優先順位 が幹 線鉄道 に置 かれ たため,LTEは 独 自に政府 と交渉 して
資金 を確保 しな ければ な らなか ったが,LPTB時 代 の アシ ュフ ィール ド卿 に匹敵す る政 治力 を
持 った人物 は無 く,常 に不 利な交渉 を強 い られる ことにな った。 また,5万 ポ ン ドを超え る資本
的支 出は全 てBTCの 承認 を要 する とい う制度的制約 があ り,さ らには,自 己資金 に頼 ろうにも,
運賃改定 に対す る厳 しい制約 とバ ス部門 の不振が重 くの しかか って いた。
LTB(1963-69年)はLPTBと同様,独 立 の公法 人 と して独 立採算 が求 め られ たが,任 命委
員会 に よ って役員 が任 命 され たLPTBと は異 な り,事 業活動 の多 くの面 で運輸大 臣の統 制 を受
けるこ とにな る。 必要な外部資金 につ いて も,全 て運輸大 臣か らの借入金 ・(年間 の上 限額 あ り)
に頼 らなければな らなか った。一方,運 賃 に関 しては,物 価 対策の見地か ら値上 げが抑制 され,
自己資金 によ る投資 の実施 を困難 に した。1968年 か らは,イ ンフラに対 す る国庫補 助が 開始 さ
れ るが,や は りその中心は幹線鉄道 に置かれ た。
最後 に,ロ ン ドン地下鉄 の ぞあ後に触れ ると,1970年1月,ロ ン ドンの地下鉄 とバ スの経営
は,白 書 『ロ ン ドンの交通』(TransportinLondon)を受 けて成立 した 「1969年 運輸(ロ ン ド
ン)法 」 に基 づき,新 設 の ロン ドン輸送公社(LondonTransportExecutive;LTE)に引き継
が れた。LTEは,従 来 のロ ン ドン県議会(LCC)に 代 わって1965年4月 に発足 した地方 自治体,
グ レーダー ・ロン ドン議会(GreaterLondonCouncil;GLC)(82>の管轄 下 に置ふれ,こ こ に初 め
て 自治体所有 の公 企業 とな った ものであ る〔83)。GLCはLTEの 「政治上 ・財政上 の主人 」 であ
り,LTEの 運賃 水準 や サー ビス水準 に関 して指示 を 出す権 限を与 え られ た(8")。GLCに よる支
配 は,1984年6月,サ ッチ ャー首 相に よってLTEが 政府 の管轄下 に移 された'「再 国有化 」(re-
nationalisation)の 時 まで続 くことになる。
ロ ン ドン ・トラ ンス ポー トがGLCの 管轄下 に入 った ことは,地 下鉄経営 が政 治家 の直接 的影
響下 に置 かれ,地 下鉄投資 もまた政治 の直接 的影響 を受 けやす くな った ことを意 味 した㈲。 こ
れには功罪 両面があ り,功 の面 は,再 選 に必死 な政治家 た ちが地下鉄 に直接責任 を負 う立場 にな
(82)GLCの 面 積 はLCCの 約5倍 の610平 方 マ イ ル 。 国 勢 調 査 に お い て グ レー ダー ・ロ ン ドンの 定 義 と さ
れ て い た 「首 都 警 察 管 区 」 の 面 積(693平 方 マ イ ル)よ りは若:干 小 さい。
(83)ロ ン ドン旅 客 運輸 地 域(注22参 照)はGLCの 範 囲 に縮 小 さ れ た 。
(84)Barker,p.113.
(85)し か も,GLCの 与 党 は頻 繁 に交 代 し,そ れ に 伴 って ロ ン ドンの 交 通 政 策 も頻 繁 に変 更 され る こ と に
な っ た 。 ち な み に,1970～73年 の 与 党 は 保 守 党,1973～77年 は 労 働 党,1977～81年 は 保 守 党,
1981～86年 は 労 働 党 で あ る。
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り,そ れが投資水準の向上に役立 ったという点である。他方,罪 の面は,政 治家に付き物の 「短
期成果主義」である。交通問題は長期的な取 り組みを必要とする場合が多いにもかかわらず,政
治家たちは再選 されるために必死で,と か く短期的な成果を求めがちだったという点である㈹。
「フェァーズ ・フェア」(FaresFare)(87)を めぐる政治対立に揺れた 「激動の80年 代初頭」を
含むLTE時 代の地下鉄投資問題については,稿 を改めて論ずることにする。






























(87)1981年5月,労 働 党 がGLCの 与 党 に 復 帰 し,左 派 の ケ ン ・リ ヴ ィ ング ス トン が リー ダ ー と して
GLCお よ びLTEを 率 い る こと にな った 。 同年10月,リ ヴ ィ ングス トンは選 挙 綱 領 に従 って,「 フ ェ アー
ズ ・フ ェ ア」(公 正 な運 賃)と 名 づ け た大 幅 な 運賃 値 下 げ を 実 施 した 。 地 下 鉄 ・バ 客の 運 賃 は平 均32%
引 き 下 げ られ,実 質 で1969年 当 時 の水 準 に戻 る こ と に な っ た(当 時 の物 価 上 昇 率 は約20%)。 ま た,
値 下 げ に 合 わ せ て,従 来 か ら議 論 さ れ て き た もの の,減 収 に つ な が る と して 歴 代 の経 営 陣 が反 対 して き
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